
持続的経営と税　（１）
　企業活動がグローバル化し、Ｅ
ＳＧ（環境・社会・企業統治）や
サステナビリティー（持続可能
性）への対応が強く求められるよ
うになった今日、税務の役割と目
的も大きく変化している。
　従来は、税務上のリスクを減ら
す「税務コンプライアンス」（適
正な納税）や実効税率を下げる
「税務プランニング」（税金費用
の適正化）といったリスクとコス
ト中心の捉え方が主流だったが、
ＥＳＧ・サステナビリティーへの
対応や税に関する情報の透明性を
中心に据える「税務ガバナンス」
へと概念が広がり、その重要性も
高まりつつある。
　気候変動リスクなどへの対応
は、企業の持続的成長や長期的価
値に大きな影響を与える。各国は
これまで以上に温暖化ガスの排出
に厳しい目標を設定する方向へと
動き出している。
　日本も 年までに温暖化ガス
の排出を実質ゼロにする「カーボ
ンニュートラル」実現に向けて、
脱炭素化の効果が高い製品の普及
や生産工程の脱炭素化への取り組
みを促すため、 年８月にカーボ
ンニュートラルに向けた投資促進
税制を導入した。経済産業省によ
ると、 年 月 日時点で 件が
認定を受けている（トランジショ
ン〈脱炭素への移行〉推進のため
の金融支援を含む）。
　二酸化炭素（ＣＯ ）の排出量
に応じて企業に負担を求める「カ

ーボンプライシング」（排出量取
引や炭素税）という手法も各国で
導入されつつある。日本も既存の
石油石炭税にＣＯ 排出量に比例
して上乗せ課税する「地球温暖化
対策税」を導入しているが、今後
は本格的な「炭素税」の導入も含
め議論されることになるだろう。
　各国で補助金や税優遇措置やカ
ーボンプライシングが導入される
状況を踏まえると、そのメリット
を最大限に活用しつつリスクやコ
ストを最小限にする意識が必要と
なってくる。グローバル企業はど
の国に工場や拠点を設けサプライ
チェーン（供給網）を構築する
か、さらにそれをどう変えていく
かが経営戦略上、非常に重要とな
ってくる。
　ＥＳＧやサステナビリティーで
はこれまで主に気候変動リスクや
労働環境問題などが注目されてき
たが、税に関する情報にも注目が
集まるようになってきた。過度な
節税に走ることなく、国際的な企
業活動の実態に即した適切な納税
の必要性が認識されるようにな
り、機関投資家の関心も高まって
いる。日本企業でもサステナビリ
ティー報告書などを作成して、各
国・地域での納税額を公表する動
きが出始めている。
　ＥＳＧやサステナビリティーを
巡る各国の政策はダイナミックに
動いている。日本企業がグローバ
ルな変化に対応するには、親会社
が各国の施策を積極的に情報収集
し、グループとしての対応策を探
るとともに、各国の優遇措置の活
用や負担の軽減など、税に関する
透明性のある情報開示をリードし
ていくことが重要となっていくだ
ろう。
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テナビリティー領域へのサービス
提供にも注力。ＥＹ　Ｊａｐａｎ
　ＳＤＧｓカーボンニュートラル
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